
評価書（個票）
	事務・事業名
	食鳥処理衛生管理者の養成

	担当課

　　（担当課長）
	医薬食品局食品安全部監視安全課
　　（課長　滝本浩司）

	根拠法令等
	食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第70号）第12条第５項第３号

	類　型
	講習研修

	
	
	指定等の形態
	登録

	事務・事業の
概要
	○事務・事業創設時の趣旨
食鳥処理衛生管理者は、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（以下「食鳥処理法」という。）第12条の規定により、食鳥処理業者が食鳥処理を衛生的に管理させるために、食鳥処理場ごとに、同法施行規則で定めるところにより、十分な員数を置かなければならないこととなっている。食鳥処理衛生管理者は、食鳥処理の衛生管理について専門的知識を要するため、獣医師等一定の資格を持つ者のほか、食鳥処理の業務に３年以上従事し、かつ、厚生労働大臣の登録を受けた講習会の課程を修了した者でなければなることができない。
○事務・事業の内容

食鳥処理衛生管理者の養成を行うための講習会を実施する。

	事務・事業の
目的
	食鳥処理業者による食鳥処理の衛生的な管理を実施すること。


	
	関連する
政策目標
	－

	
	関連する
業績指標
	－

	
	指標の
目標値等
	－

	法人の指定等
の状況
	現在、登録法人なし。

※講習会の開催の都度、講習会を開催しようとする者の申請により、登録。

	指定・登録等の基準に対する

よくあるお問い合わせと回答
	特になし。

	料金等・積算根拠
	－

	事務・事業の実績
	○実績（平成22年度）
年間実施件数１件（沖縄会場）
（社団法人２社及び組合の共催により実施）

○事業収入（平成22年度）
手数料収入2,820,000千円（受講者47名）



	国からの補助金等
	なし。

	事務・事業の見直し状況（これまでの検証）
	●食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律の改正（平成15年改正）【法人形態の見直し（登録制度への移行）】

民間活力を活用することにより事務・事業の実施のさらなる効率化を図るため、平成15年５月に、食鳥処理法の改正を実施し、食鳥処理衛生管理者養成講習会に係る事業を実施する法人の形態を従来の公益法人から株式会社も実施可能と変更する見直しを行い、指定制度から登録制度に改めた。
●情報公開【事務・事業実施の透明性向上】

登録の基準等をインターネットで公開した。
●行政評価監視報告書を受けた対応【利用者の負担減】

平成23年10月の総務省行政評価監視の勧告書を踏まえ、これまでの講習会の実施者において、テキストの見直し等を行い、講習会受講料の引き下げをおこなった。また、同勧告を受け、講習会の受講に際して中学校卒業証明書の提出を求めないよう見直し、実質的に支障が生じないようにした。今後、必要に応じ、中学校卒業要件を撤廃する改正を行うことも検討する。

●今後の見直し予定【法人の登録主体の見直し】

出先機関改革に関して、食鳥処理衛生管理者養成講習会の登録等に係る事務を地方厚生局から地方自治体に移譲可能な事務として提示していることから、今後、検討する予定である。



	事務・事業の必要性等・有効性
	●事務・事業の必要性

　食鳥処理衛生管理者については、食鳥処理場に必置とされていることから、今後とも需要が見込まれ、講習会も継続して必要になる。なお、平成23年度には、経団連から講習会開催の増加について要望もきている。
●事務・事業の妥当性

　これまでの講習会実施者が、講習会の要望を調査し、必要に応じて、講習会登録の申請を行い、食鳥処理法施行規則第14条に規定する登録基準に基づき登録をしていることから、当該事務・事業は適切に行われている。

また、平成23年10月の総務省行政評価監視の勧告書を踏まえ、これまでの講習会の実施者において、テキストの見直し等を行い、受講料の引き下げをおこなった。また、同勧告を受け、講習会の受講に際して中学校卒業証明書の提出を求めないよう見直し、実質的に支障が生じないようにした。今後、必要に応じ、中学校卒業要件を撤廃する改正を行うことも検討する。
●事務・事業の有効性

　講習会実施者が、講習会の要望を調査し、必要に応じて、講習会登録の申請を行っており、需要に応じた開催が可能となっている。講習会の開催については、獣医師等の資格を持っていない者であっても実務経験等要件を満たす場合は講習会の受講により、食鳥処理衛生管理者の資格を取得できることから、食鳥処理場に必ず配置する必要のある食鳥処理衛生管理者を養成、確保するために有効である。

	事務・事業の執行体制の妥当性
	○指定等を行う妥当性

・当該事務・事業を国以外の法人に行わせる意義
（国の直接実施の可能性、更なる民間への移管の検討等）

すでに登録制となっており、民間企業も参入可能である。
○事務・事業実施主体の適格性

●指定等の基準の妥当性

すでに登録制であり、実施主体は公益法人に限ったものではなく、必要に応じて講習会開催を希望する者が法令に定める登録基準を満たせば、講習会は実施可能である。
●実施主体としての指定等法人の適格性

・現に指定・登録等されている法人の適格性（業務効率、能力等）

　現在登録なし。登録に当たっては、食鳥処理法施行規則第14条の規定に掲げる講習会の課程の要件に適合し、規則第15条に基づく申請手続きなど経て登録され、法に基づき、適正な事務・事業を実施している。


	評価結果の総括

（現状分析（事務・事業の評価）と今後の方向性）

	　食鳥処理衛生管理者については、食鳥処理場に必置とされていることから、食鳥処理衛生管理者養成のための講習会の開催が継続的に見込まれている。

制度創設当初は、指定制度であったが、平成15年の法改正において、登録制度に改められており、現在は、講習会の必要性に応じて、申請者が登録要件を満たせば登録することにより、開催が可能となっている。

また、総務省の行政評価監視の勧告を踏まえ、対応してきており、より一層利用者に配慮した制度へと見直していく予定である。


	備考
	












